
 

 

 

議 第 ２ ２ 号 議 案 

 

 

デジタル改革関連法の慎重な運用を求める意見書の提出について 

デジタル改革関連法の慎重な運用を求める意見書を別紙のとおり、富士見市議会会

議規則第１３条の規定により、提出します。 

 

 

令和３年９月２１日提出 

 

 

富士見市議会議長 斉 藤 隆 浩 様 

 

提出者 富士見市議会議員  小 川   匠 

 

賛成者    同      根 岸   操 

 

        

 

        

 

        

 

 

提 案 理 由 

デジタル改革関連法の慎重な運用を求める意見書を地方自治法第９９条の規定に基

づき国会及び政府に対して提出するため、この案を提出します。 

 



 

 

 

デ ジ タ ル 改 革 関 連 法 の 慎 重 な 運 用 を 求 め る 意 見 書 

 

今年５月１２日、参議院で可決・成立したデジタル改革関連法が９月１日より施行

され、強力な権限を持つデジタル庁が発足した。 

しかし、デジタル改革関連法には、膨大な数の現行法改定が含まれており、今年２

月９日の閣議決定から３か月余りの短期間で十分な審議が尽くされたとは言い難いの

が実態である。中でもプライバシーの権利は「個人を尊重し幸福追求権を保障するう

えで必要不可欠なものとして憲法第１３条により保障されており、個人情報が公権力

により不当に侵害されないようにすることは憲法上の要請」（京都弁護士会会長声明）

である。 

ところが、同関連法では、行政機関などが持つ個人データを、特定の個人を容易に

識別できないように加工さえすれば本人の同意なしに企業など第三者に提供できる仕

組みを導入するとともに、行政、民間、独立行政法人で別建ての法律だった個人情報

保護法制を公布から１年以内に一元化し、保護の対象となる公的部門の個人情報の範

囲を狭めるものとなっている。また、同関連法が国と自治体の情報システムの「共同

化・集約」を掲げ、国基準に合ったシステムの利用を自治体に義務づけていることも

重大である。これでは国のシステムに合わない自治体独自の施策が制限されかねず、

地方自治の本旨に反することにつながりかねない。 

同関連法はまた、個人情報を大規模に集める手段としてマイナンバー制度の利用拡

大を位置づけ、マイナンバーカードのカギ機能を使って、政府が管理・運営している

ウェブサイト「マイナポータル」で行政手続きの利用を促し、これを入り口にして情

報連携を進め、データのさらなる集積を図ろうとしている。マイナンバーは社会保障、

税、災害対策の３分野に限定して導入され、個人情報は分散管理されているが、「マ

イナポータル」による情報連携によって、個人のありとあらゆる個人情報が集積され、

それらの集積されたデータは利活用へと回されることになる。 

さらに、同関連法の施行とともに発足するデジタル庁は行政のデジタル化に関して

他省庁に勧告する権限を与えられているが、事務方トップのデジタル監には民間出身

者が就き、職員約６００人のうち約２００人が民間出身者で、企業に在籍したままの

兼業も認められている。これでは、企業に籍を置いたまま、給与補填を受けて働くこ



 

 

とになり、特定企業の利益を優先する政策の推進や特定企業に都合のよいルール作り・

予算執行など、官民癒着がさらに広がる恐れがある。 

よって、富士見市議会は、国会及び政府に対し、国において、同関連法の施行にあ

たり、個人のプライバシー権や個人情報の保護、地方自治の本旨を損なうことのない

ように慎重な運用に努めるようを強く要望する。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和  年  月  日 

 

埼玉県富士見市議会 

 

衆議院議長  大 島 理 森  様 

参議院議長  山 東 昭 子  様 

内閣総理大臣  菅   義 偉  様 

デジタル大臣  平 井 卓 也  様 


